
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

予

算

額

前年度繰越

516 2,158 1,873 3,662

474 1,808 1,540 2,675

□ 事業を実施しない ■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

　平成27年度は、松本児童相談所にも里親委託等推進員を１名配置し、里親制度の普及啓発や里親希望者の開拓等を進め、家庭的養

護を推進するための体制を整備する。

目標に対

する成果

の状況

前年度に引き続き中央児童相談所に里親委託等推進員を配置し、里親制度の普及啓発や里親希望者の開拓等を進めたが目標達成に

は至らなかった。

 概算事業費（B（A）+C） 8,810 11,320 11,188 14,595

8,258 8,258

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの

財源

3,966 3,413

概　算

人件費

1.00 1.00 1.00 1.00

8,258

552 3,062 2,930

8,258

３．専門里親研修 委託

3,966 3,413 6,337

合計（A) 990

４．里親委託等推進員の配置 直接 里親委託等推進員の配置

6,337

10.7%

26年度26年度26年度26年度 27年度

当初予算 990

補正予算

２．養育里親研修

直接

委託
成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績

H26 H27

（当初） （決算） （当初）

１．普及啓発 直接 里親制度の普及啓発 65 58 40

５．里親等による相互交流 直接

登録里親研修の実施

里親と施設入所児童との交流会

351

養育里親になることを希望する者に対する研修の実施

養育里親認定更新時の研修の実施

496

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（その他）

【左記の説明、根拠法令等】

里親支援機関事業実施要綱

（実施主体は都道府県と定められているため。一部委託は可能。）

課・室 こども・家庭課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

７－２　子育て先進県の実現

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

6,377

里親制度の普及、里親委託の推進や、里親の資質向上を図るための研修、里親に対する相談・援助等、総合的な支援を行う。

成果目標：里親等委託率　8.2％(H23)　→　12.4％（H29）

本県の里親委託率は全国の中でも低く、施設養護が中心となっている。

成果目標の達成状況

項目

里親等委託率

事業番号 04 10 01 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 里親支援事業里親支援事業里親支援事業里親支援事業
担

当

課

部局 県民文化部

４　児童福祉の充実 実施期間 ～

10.3%

10.1%

(暫定値)

未達成

里親等委託率：10.3％（H19年度から３年度の上昇率の平均である年0.7％の上昇を目標とした。）

Ｈ26
H27

目標

H25末

（実績）
目標 成果 達成状況

13.0%

243 627

専門里親になることを希望する者に対する研修の実施

専門里親認定更新時の研修の実施

279 129 494

341 733

2,222 2,159 4,483

合計 3,413 2,930


